
　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の
状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性
があると考えられる主な事項及びその他投資者の判
断に重要な影響を及ぼすと考えられる可能性のある
事項は以下のようなものがあります。
　当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ）で
は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、そ
の発生の回避及び発生した場合の対応に努める方
針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本
項及び本項以外の記載内容もあわせて、慎重に検討
したうえで行われる必要があると考えています。
　また、以下に記載したリスク以外でも当社グループ
の想定を超えたリスクが顕在化した場合には、当社グ
ループの経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があ
ります。なお、文中における将来に関する事項は、別段
の記載がない限り、有価証券報告書提出日（2014年
6月18日）現在において当社グループが判断したもの
であり、発生可能性のあるリスクのすべてを網羅した
ものではなく、また、不確実性を内在しているため、経
営環境等の変化により実際の結果と異なる可能性が
あります。

1. ビジネスモデルについて
　当社グループは、IP（知的財産）を軸に多様なメディ
アやプラットフォームにコンテンツを展開するビジネス
を推進していますが、個々のIPのメディア適性や動向
等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能
性があります。
　このため、当社グループにおいては、多岐にわたる
領域での事業展開、IPポートフォリオの構築・強化を
推進することによりリスク分散を図り、収益の安定化
及び事業のさらなる成長に向けて取り組んでいます。

2. 市場環境等の変化及び競合について
（１）消費者の嗜好や経済環境の変化について

　当社グループが行っている事業には、余暇活動、
エンタテインメント、他の娯楽の動向による影響を受
ける傾向にあるものがあります。特に、消費者の余暇
活動に対する嗜好・意識、余暇活動のスタイルや流行
が変化した場合などには、当社グループの業績に影
響を及ぼす可能性があります。
　また、消費者の消費支出が減退するような国内経
済情勢の低迷、法的規制や業界団体の自主規制等
は、当社グループが取り扱っている余暇関連分野の
商品やサービスに対する需要を低減させるおそれが
あり、これによって当社グループの業績に影響を及ぼ
す可能性があります。
　このため、当社グループにおいては、消費者の嗜好
その他余暇関連分野の動向を研究・分析し、国内の
特定のメディアやプラットフォームに依存せず、IPに相
性のよいメディア等を選定し、海外展開も含めた多元

展開を行う戦略を進めています。あわせて、既存領域
を超えて連携する新たなメディア等の創造に関与し、
若しくは新規のメディア等への対応を迅速かつ効率
的に行うことのできる体制の構築を進めています。

（２）競合について

　当社グループが展開している多様な事業領域にお
いて、商品やサービス、価格競争力、ブランドなどにお
いて、当社グループより優れている競合他社が存在す
る場合があります。競合他社がその優位性を活用して
商品やサービスの提供に取り組んだ場合には、当社
グループが劣勢に立たされ、当社グループの期待通り
に商品やサービスを提供できなくなったり、顧客を獲
得・維持できなくなったりするおそれがあります。その
結果として、当社グループの業績に影響を及ぼす可能
性があります。
　また、当社グループがIPを展開するメディアやプラッ
トフォーム上で競合する第三者のIPの人気や動向等
によって、当社グループのIPからの収益が影響を受け
ることがあります。その結果、当社グループの業績に影
響を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループにおいては、遊技機流通に
強みを持った当社グループの機能を活用したIPを軸
とするビジネスの確立を目指し、その運営に向けて経
営体制の強化を図ることで、企業競争優位性の構築
を図っていきます。

3. 投資等について
（１）提携等について

　当社グループでは、グループ内外の企業との提携
関係の強化又は新規提携を通じて、既存事業の業容
拡大及び機能強化、効率的な新規事業の開発を実
施しています。その過程で、他社との合弁により新会
社を設立する、既存企業へ追加的な投資をする等の
投資活動を行っていて、今後も投資活動を行っていく
可能性があります。
　しかし、これらの投資や事業買収の実施、事業統合
に際して、多額の費用が発生する可能性があります。
また、第三者との合弁事業や投資先の事業が大幅な
不振に陥ったり、業績不振が一定期間以上継続した
りした場合には、追加的に費用が増加したり、投資有
価証券の減損又は評価損の計上等により損失が発
生したりする可能性があります。さらに、戦略上の目的
や予定していた事業収益の増大を実現できない可能
性や、第三者との合弁事業が所期の目的を達成でき
ない可能性があります。これらのような場合には、当社
グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループにおいては、こうした意思決
定の際には、将来にわたる投資採算性等を考慮に入
れリスクを回避するよう十分な検討を実施しています。
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（２）新規事業等について

　当社グループでは、顧客のニーズの変化に対応し、
収益源の多様化と持続的な成長の実現を図るため
に、今後も新サービスないし新規事業の創出と育成
に積極的に取り組んでいく考えです。しかし、新サービ
ス又は新規事業の実施過程において、当該サービス
又は事業に固有のリスク要因が加わるとともに、事業
環境の急激な変化等予測困難な問題が発生するこ
とにより、新サービス又は新規事業の展開が計画通
りに進捗しない場合には、当社グループの業績に影響
を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループにおいては、新規事業の意
義や目的を明確にしたうえで、投資による将来の事業
発展を見据え、リスクの分析及び管理を行い、未来へ
の挑戦と足元の堅守を両立させる投資判断を実施し
ています。また、当社グループ全体の新規事業等への
投融資の実行・撤退についても、定期的に当社内で
検証を実施しています。あわせて、必要に応じて戦略
的事業提携を通じ外部資源の活用も図っています。

4. 知的財産（IP）について
（１）IPの取得・保有・創出及び展開について

　当社グループは、コミックス、アニメ、映画／テレビ、
マーチャンダイジングの各分野において多元的に展
開可能なIPやコンテンツを、国内外の権利者から「許
諾を受ける」（以下、「取得」）、「買いつける」（以下、
「保有」）、「創り出す」（以下、「創出」）ことで展開して
いますが、IPの多元展開において期待した効果又は
収益を確保できなかった場合には、当社グループの業
績に影響を及ぼす可能性があります。
　加えて、取得・保有・創出したIPを新規のメディアや
プラットフォームで多元展開していく場合には、関係
する複数の権利者の許諾を受ける必要があり、権利
処理に多くの時間と費用を要する可能性があります。
万が一権利処理が十分に行われなかったり、必要な
権利が取得できなかったりする場合には、IPやコン
テンツを多様なメディア等で効率的に循環させる展
開が困難となり、計画していた事業遂行をなしえず、
結果として、当社グループの業績に影響を及ぼす可能
性があります。
　このため、当社グループにおいては、IPやコンテンツ
について取得若しくは保有する場合には、コミックス、
アニメ、映画／テレビ、マーチャンダイジングの各分野
において、その効果や収益性について十分に検討を
重ねるとともに、IPを創出する場合には、有力企業と
連携したIP開発を基本としています。あわせて、IPの
多元展開においては、ビジネスパートナーとのネット
ワークを最大限に活用する等、パートナーシップに基
づく展開を実施しています。

（２）IPの侵害・被侵害について

　当社グループが IPやコンテンツを多元的に展開す
る中で、当社グループのIPやコンテンツが侵害される
可能性や第三者が保有するIPやコンテンツを侵害す
る可能性があり、こうした場合は、当社グループの業
績に影響を及ぼす可能性があります。
　また、当社グループが企画・開発・制作し、又は制作
者・権利者から取得若しくは保有することとなったIP
やコンテンツは、関係する複数の権利者の著作権、著
作隣接権、商標権、肖像権、特許権等、多様な権利を
含んでいます。瑕疵ある権利の許諾を受けたり、権利
者との認識の相違により、当社グループがコンテンツ
の使用差止めや損害賠償の請求を受けたり、訴訟等
に巻き込まれる可能性は皆無ではありません。さら
に、当社グループより第三者にIPやコンテンツの使用
権を許諾している場合には、当該第三者から損害賠
償の請求を受けたり、訴訟等に巻き込まれたりする可
能性もあります。
　このため、当社グループにおいては、IPやコンテンツ
の価値の重要性を認識し、これらの管理体制を強化
しています。また、役員及び従業員に対する教育啓発
を行いながら、当社グループが創作し若しくは発明し
たIPやコンテンツの権利化を行うとともに、これらの
侵害防止に継続的に取り組んでいます。あわせて、IP
やコンテンツの企画・開発・制作、又は取得若しくは
保有を行う際には、これらの権利の帰属、範囲及び内
容等を契約等により明確にし、関係する複数の権利
者の権利を侵害しないよう最大限留意しています。

5. 遊技機販売に関する固有リスクについて
（１）  遊技機業界の法的規制、自主規制、 

市場環境について

　当社グループが行っている遊技機の販売の事業は、
直接的に法的規制を受けていませんが、遊技機メー
カーは、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律」（以下「風適法」）及び国家公安委員会
規則「遊技機の認定及び型式の検定等に関する規
則」等の関連法令及び諸規則による規制を受けてい
ます。また、遊技機のユーザーであるパチンコホールは、 
風適法に基づく許可・届出の対象となっており、関連
法令及び都道府県条例による規制を受けています。
その他、過度な射幸性を抑制する目的等から、遊技機
メーカー、パチンコホール、販売業者に対して、業界団
体が自主規制を行うことがあります。
　上記の法的規制の改正等が行われた場合や新た
な自主規制が実施された場合、当該規制への対応か
らパチンコホールヘの遊技機の納入遅延が発生した
り、パチンコホールにおける遊技機の需要が変化した
りするとともに、法的規制以外にも市場環境や経済情
勢の変化によってパチンコホールの経営環境が急激
に変化した場合には、当社グループの業績に影響を
及ぼす可能性があります。
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　このため、当社グループでは、遊技機業界の健全な
発展に向けた取り組みを推進しており、新規顧客の創
造と既存顧客の支持拡大に向けて、過度な射幸性に
依存しないゲーム性・エンタテインメント性の高い遊
技機の企画・開発に取り組んでいます。

（２）  遊技機販売における特定の仕入先への 
依存について

　当社グループの主な売上高は、遊技機の販売に 
おける商品売上高（遊技機を仕入れて販売する代理
店販売時の売上）と手数料収入（遊技機の販売の仲
介を行う代行店販売時の売上）となっています。それ
ぞれの売上高の総売上高（連結）に占める割合は、
2013年3月期（80.0％、3.8％）、2014年３月期（77.6％、
6.9％）となっています。
　商品売上高については、従来、関連会社である
（株）ロデオ及び提携メーカーである（株）ビスティが
主な仕入先となっています。当社の商品仕入高に占め
る両社からの仕入高の割合は、それぞれ2013年3月 
期（37.7％、21.6％）、2014年3月期（0.4％、22.3％） 
（連結ベース）となっています。
　遊技機販売において、製品開発の遅延等から販売
開始が延期されることとなった場合、製品が市場の人
気を得られなかった場合、独占的販売代理店契約が
解消された場合には、当社グループの業績に影響を
及ぼす可能性があります。
　このため、当社においては、（株）ロデオ及び（株）ビ
スティとの提携に次いで、京楽産業 .（株）、（株）エン
ターライズ及び（株）ユニバーサルエンターテインメン
トと提携し、すでにこれら提携メーカーの製品の販売
を行っています。これに加えて、2014年5月には（株）
ディ・ライト及び（株）七匠との提携を発表し、特定の
メーカーに対する依存度の軽減を進め、リスクの分散
化を図っています。あわせて、当社グループが有するIP
や企画・開発に係る知見やノウハウ等を活用して商品
力の強化を図ると同時に、その販売に向けた営業体
制の強化も進めています。

６．人材の確保・育成について
　有能な人材は限られていて需給バランスその他の
要因により必要な人材の確保や育成が計画通りにで
きない場合、優秀な人材の流出を防止できない場合、
急激な人材採用により当社グループ間の協業・連携
が十分に機能しなくなる場合などには、計画していた
事業活動を遂行することができず、当社グループの業
績に影響を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループは、成長を支えている最大
の資産は人材であり、優秀な人材を採用し育成するこ
とは重要な経営課題の一つであると認識し、経営陣
が採用活動全般を協議のうえ推進し、優秀な人材の
確保と育成に努めています。

７．コンプライアンスについて
　当社グループは、コンプライアンスを重要な経営課
題の一つであると考え、諸施策を講じています。しか
し、コンプライアンス上のリスクを完全には回避できな
い可能性があり、法令等に抵触する事態が発生した
場合、当社グループの社会的信用やブランドイメージ
の低下、損害賠償等により、当社グループの業績に影
響を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループにおいては、コンプライアン
ス指針を定め、コンプライアンス推進体制を構築する
とともに、役員及び従業員に対する教育啓発を実践
し、さらなる企業倫理の向上及び法令等の遵守に努
めています。

８．情報セキュリティについて
　当社グループは、事業上の重要情報、顧客・取引先
等の機密情報や個人情報等を保有しています。万が
一、予期せぬ事態により情報が外部に流出したり、 
第三者が不正に取得し使用したりするような事態が
生じた場合には、損害賠償や対応費用の発生のみな
らず、当社グループの信用が低下し、当社グループの
業績に影響を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループは、情報セキュリティ対策の
強化を図るとともに、役員及び従業員に対する教育
啓発を実施し、情報管理の徹底に取り組んでいます。

９．会計制度等について
　当社グループが予期しない会計基準や税制等の新
たな導入・変更により、当社グループの業績及び財務
状況に影響を及ぼす可能性があります。
　当社グループは、有形固定資産やのれん等多くの固
定資産を保有しています。当社グループが保有してい
る資産の市場価格が著しく下落した場合や事業の収
益性が悪化した場合には、減損会計の適用により固
定資産について減損損失が発生し、当社グループの業
績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
　また、当社グループでは、業務上の関係構築や純投
資等を目的に投資有価証券を保有しています。投資有
価証券の評価は、有価証券市場の動向、有価証券発
行会社の財政状態・経営成績等の状況によって判断
されるため、今後も時価の下落や実質価額の低下によ
り減損処理を行うこととなった場合には、有価証券の
減損又は評価損の計上等により当社グループの業績
及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
　このため、当社グループでは、公認会計士、税理士
等の外部専門家の助言を得ながら、適正なプロセス
で投資を実施するとともに、適正な会計処理及び開
示を行うべく努めています。

「ウルトラ怪獣 擬人化計画」  ゼットン

「ウルトラ怪獣 擬人化計画」  ゴモラ
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